




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ることになる。（原子力事典 ATOMICAhttp : //www.rist.or.jp/atomica/data/dat_
detail.php?Title_No＝０２―０２―０２―０１参照）
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以上のような原発の立地プロセスを包括的に規制する法律はない。したがっ
て、これらは「原発設置許可申請「以前」の、いわば立地に先立つ『立地点選
定プロセス』とも言うべき部分」に過ぎないが、「実質的な立地の決定に結び
付く重要な意味を持っている」。つまり、電気事業者は「地域関係者の同意」
が得られれば、立地可能性調査を実際に開始でき、この調査の後、立地地域の
首長、議員、住民などの関係者に立地計画の説明を行い、首長・議会の立地同
意を得られれば（通常、「立地基本協定」の締結）、用地買収や漁業補償交渉が
進められる。また、電気事業法に基づく環境調査（環境影響評価）や第一次公
開ヒアリングなど、法制度上の許認可手続の一部が並行して行われているとも
いえるし、「立地点選定プロセス」の早期の段階で、電源立地等初期対策交付
金等の立地支援金交付と連動していることも重要である（以上は、東京大学公
共政策大学院エネルギー・地球環境の持続確保と公共政策「２００７～２００８年度
原子力法制研究会・社会と法制度設計分科会中間報告」（２００６年）４頁以下を
参照）。
旧電源開発促進法のもとでの原発の立地点決定については、同法３条に基づ
き経済産業大臣が決定する旧電源開発基本計画に組み込まれ、当該地点の地元
の合意形成の円滑化、発電所設置にかかる関係省庁等の許認可の円滑化、およ
び自治体に対する電源三法交付金の割増といった「法的効果」があるものとさ
れていた。しかし、電源開発促進法が廃止され、電源開発基本計画は法的根拠
を失うこととなったが、それが有した意義や機能を承継するための代替措置と
して「電源開発に係る地点の指定について」（平成１６年９月１０日、閣議了解）
が定められた。この手続を定めたものが、「重要電源開発地点の指定に関する
規程」（平成１７年２月１８日、経産省告示第３１号）である。国が推進するとくに
重要な電源開発にかかる地点については、電気事業者の申請に基づいて、経済
産業大臣が「重要電源開発地点」の指定を行うことになったわけである。その
際、「指定」適合要件として（同規程４条５項）、電源が電気事業法上の供給計
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画に計上されていること、環境影響評価法の手続が終了していること、第一次
公開アリングが終了していること、計画の具体化が確実であること、需給対策
上重要であること、立地市町村長の同意があること、知事の意向が尊重されて
いること（知事の意見聴取）、指定により立地の促進が見込まれることなどが
明記されている。
あくまでも原子炉設置許可申請手続のような法的手続ではないものの、「重
要電源開発地点指定制度」とでもいえる手続が適用されることとなっている。
法的にはあくまでも任意とはいえ、もし電気事業者が「重要電源開発地点の指
定」の申請もせず、したがって立地市町村長の同意も、知事の意見聴取や「「同
意」を得ないまま、原子炉等規制法の原子炉設置許可申請をしても、そもそも
「受理」されることは考えられない。たとえ「受理」されたとしても、原子炉
設置許可申請にかかる「安全審査」において、「原子炉立地審査指針」（原子力
委員会決定「原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについ
て」、昭和３９年５月２７日）に基づく立地条件審査をクリアーするはずがない。
逆に、「重要電源開発地点の指定」を受けて、原子炉設置許可申請手続に入っ
て以降において、立地が中止されたのは新潟県巻町の東北電力巻原発計画のみ
であるという（前掲原子力法制研究会中間報告５頁注 iv）。つまり、市町村合
意、知事「合意」を含む地元の「立地点選定の社会的意思決定プロセス」は、
立地点選定プロセスの最終点であると同時に、「その後の国の許認可プロセ
ス」の出発点として位置づけられているのである。
さて、「電源開発に係る地点の指定について」という閣議了解に基づき、こ
の「指定」手続を定める「重要電源開発地点の指定に関する規程」という告示
において「指定」要件が定められているだけの「指定」は、取消訴訟の対象足
りうるだろうか。
まず、取消訴訟の提起の可能性を追求するという前提に立てば、「処分概念
の純化」論はふさわしくない。
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次に、「指定」は、閣議決定と経産省告示に基づくものであり、厳密にいえ
ば、法律の留保論でいうところの法律の根拠があるとはいえないが、この意味
での法律の根拠がないからといって、直ちに処分性がないとはいえない（塩
野・前掲『行政法Ⅲ』１１７頁）。
そこで、最判平成２０年９月１０日の多数意見をもとに、そして藤田判事の補足
意見をも考慮して考えてみるに、「指定」になんらかの法的効果があるかとい
えば、上記の手続規定の限り、ないというしかないが、「重要電源開発地点指
定制度」とでもいえる手続全体を仔細にみると、きわめて高い蓋然性をもっ
て、その後の原子炉等規制法等の多段階安全規制に連続しているというほかな
い。「重要電源開発地点の指定」は、重要電源開発地点の指定」にかかる市町
村長の同意や知事の「同意」がなければ、原子炉設置の許可は到底得られない
という意味で、原子炉等規制法および電気事業法等からなる原発の安全規制の
全プロセスの中で、電気事業者の権利制限の発端をなす行為であるということ
ができよう。
また、最判平成１７年７月１５日に従っても、「重要電源開発地点の指定」の申
請はあくまでも任意であるが、もしかかる「指定」を受けない場合には、「相
当程度の確実さ」をもって、原子炉等規制法に基づく原子炉設置許可申請をし
ても、原子炉設置許可を得ることはできなくなるという結果を生むことは明ら
かである。「指定」を受けない場合は、実際上原子炉の設置自体を断念せざる
を得ない不利益を受けることになる。
以上の検討からすれば、「指定」の処分性は肯定することができるであろう。
（２）「重要電源開発地点の指定」の取消訴訟にかかる原告適格
原発周辺住民の原告適格については、最判平成４年９月２２日（民集４６巻６号
５７１頁）が、従来の最高裁判例の定式に従い、原子炉等規制法の目的（１条）
および要件（２３条、２４条）の各号の規定にかなり立ち入った解釈をして、原告
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適格を認めている。すなわち、同法の目的が、「原子力基本法の精神にのっと
り、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に限られ、かつ、
これらの利用が計画的に行われることを確保するとともに、これらによる災害
を防止し、及び核燃料物質を防護して、公共の安全を図るために、製錬、加工、
再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制等を
行うことなど」にあり、原子炉設置の許可申請を定めた２３条、２４条各号の規定
は、許可の基準内容、基準適用等について具体的に定めており、そこで定めた
技術的能力等に欠けるところがあったり、原子炉の安全性が確保できないこと
があったりすれば、「当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命、身体
に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放射能によって汚染するなど、深刻な災
害を引き起こすおそれがある」として、また、いったん「事故が起こったとき
は、原子炉施設に近い住民ほど被害を受ける蓋然性が高く、しかも、その被害
の程度はより直接的かつ重大なものとなるのであって、特に、原子炉施設の近
くに居住する者はその生命、身体等に直接的かつ重大な被害を受けるものと想
定される」として、「右各号は、単に公衆の生命、身体の安全、環境上の利益
を一般的公益として保護しようとするにとどまらず、原子炉施設周辺に居住
し、右事故等がもたらす災害により直接的かつ重大な被害を受けることが想定
される範囲の住民の生命、身体の安全等を個々人の個別的利益としても保護す
べきものとする趣旨を含むと解するのが相当である。」とするものである。
このような判例は、まさに行訴法９条２項における原告適格判断にかかる内
容と性質、態様と程度を具体化していたものである。これと先の裁判官の「深
刻な健康被害を一定範囲に無差別に発生させる（おそれのある）施設（たとえ
ば原発、空港、鉄道、産業廃棄物処理施設等）については、小田急判決で根拠
になった程度の周辺環境配慮規定があれば、一定の範囲の周辺住民の原告適格
は認められやすい」といった言明をもとに考えれば、「重要電源開発地点の指
定」にかかる処分性の解説で述べたような手続からして、「指定」にかかる周
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辺住民の原告適格については、承認できそうである。
ただ、問題は、「具体的な保護範囲の確定」にかかる問題である。最判平成
４年９月２２日は、「当該住民の居住する地域が、前記の原子炉事故等による災
害により直接的かつ重大な被害を受けるものと想定される地域であるか否かに
ついては、当該原子炉の種類、構造、規模等の当該原子炉に関する具体的な諸
条件を考慮に入れた上で，当該住民の居住する地域と原子炉の位置との距離関
係を中心として，社会通念に照らし、合理的に判断すべきものである。」と述
べ、「本件原子炉から約２９キロメートルないし約５８キロメートルの範囲内の地
域に居住していること、本件原子炉は研究開発段階にある原子炉である高速増
殖炉であり（規制法２３条１項４号、同法施行令６条の２第１項Ⅰ号、動力炉・
核燃料開発事業団法２条１項参照）、その電気出力は２８万キロワットであっ
て、炉心の燃料としてはウランとプルトニウムの混合酸化物が用いられ、炉心
内において毒性の強いプルトニウムの増殖が行われるものであることが記録上
明らかであって、かかる事実に照らすと、上告人らは、いずれも本件原子炉の
設置許可の際に行われる規制法２４条１項３号所定の技術的能力の有無及び４号
所定の安全性に関する各審査に過誤、欠落がある場合に起こり得る事故等によ
る災害により直接的かつ重大な被害を受けるものと想定される地域内に居住す
る者というべきであるから、本件設置許可処分の無効確認を求める本訴請求に
おいて、行政事件訴訟法３６条所定の「法律上の利益を有する者」に該当するも
のと認めるのが相当である。」としている。さて、このような判決からすると、
いわゆる「線引き」問題は難解である。
しかし、福島原発事故を受けて放射能の被曝を恐れる周辺住民からすれば、
立地の段階から原子炉設置の早い段階からチェックしたいと思うのは当然であ
り、原子炉から遠く離れた住民からしても、いったん原発事故があれば、いわ
ゆるホットスポットと呼ばれる現象が生じ、風向き次第ではどこでも被曝の危
険があることが明らかとなった。そうなると、周辺何キロメートルといった
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「線引き」、つまり距離による「線引き」が、こと原発の安全性チェックにか
かる行政訴訟では無意味であることが立証されてしまった。このことは、原告
適格論をトータルに考えた場合、最高裁判例の定式や行訴法９条２項の判断枠
組みを超えて、最近の有力な（少なくとも筆者にとって）原告適格論、すなわ
ち、①基本権侵害あるいは「権利」（たとえば藤田の場合は、一般的自由権、
リスク回避請求権、「手続上考慮してもらう権利」）の侵害が認められる場合、
あるいは②「生命・身体・財産に重大な被害をもたらすおそれ」のある場合に
は、広く原告適格を承認することが必要なのではなかろうか。
このような場合の第三者の裁判的救済を考えるとき、何らかの司法的・裁判
的救済が不可欠であることは、「行政活動によりマイナスの影響を受ける『権
利』の包括的救済、あるいは、行政上の法律関係に係る『法律上の争訟』の漏
れなき司法的救済」として、橋本が整理した「公法ドグマティク」からも明ら
かである。そうであれば、行政による何らかの侵害行為があり、これに起因す
る被侵害利益の内容と性質あるいは態様と程度は多様であれ、少なくとも被害
者はかかる侵害行為に対する民事上の訴訟ないしは行政事件訴訟法上の訴訟の
いずれかでもって救済可能でなければならないはずである。今、純粋な民事訴
訟の可能性の問題は措くとすれば、行政事件訴訟法上は取消訴訟をはじめとす
る抗告訴訟の可能性、あるいは当事者訴訟の可能性を追求するのが、国民・住
民にとってわかりやすい論理というものではなかろうか。それでは、あまりに
被侵害利益の内容と性質あるいは態様と程度に偏重しすぎることとなり、もは
や「法律上保護された利益説」＝保護規範論を逸脱するというのであれば、国
民の基本権あるいは生命・身体・財産の重大な被害を救済できない「法律上保
護された利益説」そのものの抜本的検討が不可欠となろう。
204
注i 原子炉等規制法は、原子力規制委員会設置法（平成２４年６月２７日法律第４７号）附則１５条
から１９条において改正されたが、その施行は、施行日、施行日から１０月以内で政令で定め
る日、１年３月以内で政令で定める日というように、段階的に施行されることになってい
る。本稿は、執筆日の都合により、改正前の原子炉等規制法を前提にしたものとなってい
るが、本稿の問題意識との関係では内容上の支障がないことから、改正前原子炉等規制法
に基づく叙述となっていることをお断りしたい。
なお、おおむねこの原稿をもとに、第二東京弁護士会の公法研究会の研修会「専門行政
争訟（行政 ADRを含む）～各種の専門行政争訟に対応できる研修」（２０１２年７月２０日実
施）で行った講演録も参照していただきたい。白藤「許認可取消訴訟の諸問題～原発設置
手続にかかる許認可等を題材に」NIBEN Frontier［二弁フロンティア］２０１３年１・２月合
併号第１２０号（２０１２年１２月２０日発行）８頁～１７頁。
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